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第 1 章 総   則 

1 目的 

  

 この指針は、市として執るべき危機管理対策の基本的な枠組みを示したもので、

危機に対して平常時においては、起こりうる危機事象の把握に努めるとともに可能

な限り未然に防ぐ対策を講じ、危機の発生に対しては、速やかな初動体制を構築し、

適切に対応することで市民の生命、身体及び財産への被害と行政運営への支障等を

最小限にすることを目的とする。 

 

2 対象とする危機事象及び想定される危機事象 

 

 (1) 対象とする危機事象 

この指針の対象とする「危機事象」とは、 

 

① 市民の生命、身体又は財産に被害が生じ、又は生じる恐れがある事件・事故 

 

② 円滑な市政運営に著しい支障が生じる恐れがある事件・事故 

 

③ 市の信頼を著しく失墜させる恐れがある事件・事故 

 

ただし、次に掲げるものは他の法令に基づき計画を作成しているため本指針は適

用しない。 

① 都城市地域防災計画の対象となる災害 

 

② 都城市国民保護計画の対象となる事態 

 

 

 

【参考～法律における危機管理の定義】 

     内閣法第 15 条の規定によると、「危機管理」とは「国民の生命、身体又は

財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急の事態への対処及び

当該事態の発生の防止」をいうこととされている。 
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(2) 想定される危機事象 

  危機事象は、広範、多岐にわたると考えられるが、現在想定される危機事象と所管課

は次のとおりである。 

 部 局 名 所 管 課 危 機 事 象 名 関係部・課等 

1 総 務 部 
総 務 課 

秘書広報課 

［行政対象暴力］ 

市長など要人及び職員への危害、各種会場及び

窓口での暴力等 

全部局・全課等 

2 総 務 部 
総 務 課 

契約管財課 

［市庁舎における事件・事故］ 

不審者、酔っ払い等の侵入、危険物の持込み、盗

難等 

各施設所管部 

（各施設所管課）

3 総 務 部 総 務 課 不審郵便物、宅配物  

４ 総 務 部 職 員 課 
［市職員による事件・事故］ 

信用失墜、不祥事、情報漏洩、健康被害等 
全部局・全課等 

5 総 務 部 情報政策課 
情報システム、コンピュータネットワークへの障

害及び脅威 

関係所管部 

（関係所管課） 

6 健康福祉部 健康長寿課 

［感染症の発生］ 

新型インフルエンザ、SARS、動物由来感染症、

その他のウイルス及び細菌感染症 

消防局（警防課）

7 環境森林部 環境政策課 
大気・土壌汚染、水質汚濁による人の健康又は生

活環境への被害 

健康福祉部 

（健康長寿課） 

8 環境森林部 環境政策課 廃棄物処理における事件・事故  

9 農 政 部 畜 産 課 
［家畜伝染病の発生］ 

鳥インフルエンザ、口蹄疫、BSE 等 
 

10 土 木 部 維持管理課 市道における事件・事故 
関係所管部 

（関係所管課） 

11 会 計 会 計 課 公金横領 
関係所管部 

（関係所管課） 

12 水 道 局 工 務 課 
［水道災害］ 

異常渇水、大規模断水、水質汚染事故 
 

13 教育委員会 学校教育課 幼児・児童・生徒に関わる事件・事故 
健康福祉部 

（こども課） 

14 消 防 局 警 防 課 毒物、劇物・化学剤・生物剤等による事件・事故 
関係所管部 

（関係所管課） 

15 関係所管部 関係所管課 市工事現場における事件・事故  

16 関係所管部 関係所管課 
［市所管施設における事件・事故］ 

教育施設、市営住宅、各会館、駐車場、公園等 
 

17 関係所管部 関係所管課 市主催イベント等における事件・事故  

18 全 部 局 全 課 等 その他各事業・事務における事件・事故  

注）ここに掲げた事象については、被害の拡大等状況の推移によっては、地域防災計画又は 

国民保護計画による対応に移行する場合がある。 
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3 危機管理の基本的な考え方 

 

 危機管理は、基本的に平常時の対策、応急対策、事後対策の 3 段階に大別され、それ

ぞれの段階でのポイントは以下のとおりである。 

 

 ① 平常時においては、起こり得る危機事象の把握に努め、可能な限り未然に防ぐ対

策を実施する。 

   また、危機事象が発生した場合（発生するおそれがある場合を含む。以下同じ。） 

に備え、緊急時の連絡体制、役割分担、応急対応方法等を明確にし、関係職員、関

係機関等に周知する。 

 

 ② 危機事象が発生した場合は、市民の生命、身体及び財産の保護を第一に考え、関

係部局、関係機関が連携・協力して、迅速かつ的確な対応に努める。 

 

 ③ 危機事象が終息した後は、再発防止策を検討・実施するとともに、対応方法の検

証、見直しを行う。 

 

この指針においては、これらを踏まえつつ、各部局がそれぞれの段階で執る対策を示

すものとする。 

 

4 役割 

  

  (1) 危機事象の所管部局 

 

① 所管部局が明確な危機事象については、各所管部局において主体的に対応

するものとする。 

 

② 所管部局が明確でない危機事象については、総務部長が所管部局を決定し、

当該所管部局において主体的に対応するものとする。 

 

③ 所管部局が複数に及ぶ危機事象については、総務部長が主たる所管部局を

決定し、当該主たる所管部局を中心に、関係部局が連携・協力して対応する

ものとする。 
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  (2) 総務部の役割  

 

   総務部は、危機管理に係る総合調整を所管する部局として、次の役割を担うこと

とする。 

 

① 各所管部局における対応について支援。 

 

② 被害の程度等から全庁的な対応を必要とする場合の総合調整。 

 

③ 発生直後の所管部局が特定できない段階での初動対応。 

 

④ 危機管理に関する一般的な啓発・研修等。 

 

⑤ 各部局の危機管理体制及び職員の危機管理能力の向上に対する支援。 
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第 2 章 平 常 時 の 対 策 

1 危機の未然防止対策と行政システムの確立 

 

 危機の発生を未然に防止するためには、その兆候を事前に察知し必要な対策を行うこ

とが重要である。 

 このため、各部局は、市外や諸外国において発生し、又は発生のおそれがある危機事

象について日頃から細心の注意を払い、必要に応じて情報収集を行うとともに、本市へ

の派生、あるいは本市での発生の可能性を検証し、必要な対策を講じるように努める。 

 また、円滑な市政運営に支障が生じないよう、市の事務事業については、危機管理の

視点からその執行方法等を検証し、必要な改善を施すことにより、危機を発生させない

ような行政システムの確立に努める。 

 

2 危機管理体制の整備 

 

 (1) 平常時における全庁的な危機管理体制の整備 

   平常時において、危機管理に係る全庁的な情報交換、連絡調整を行うため、総務部

長を会長とし、各部局調整参事を構成員とする「危機管理連絡調整会議」（以下「連絡

調整会議」という。）を設置する。 

   また、各部局調整課に危機管理に係る連絡・調整、情報収集等の事務を担う危機管

理担当者を置き、当該担当者及び総務課職員を構成員とする「危機管理担当者会議」

（以下「担当者会議」という。）を設置する。 

   連絡調整会議及び担当者会議の運営に関して必要な事項は、別に定める。（参考１） 

 

 (2) 関係機関等との連携 

   各部局においては、関係各課・出先機関及び関係機関・団体等による連絡会議の設

置・運営などにより、各自の取り組み状況や危機事象に関する知見等の情報交換、共

有化を図るなど、想定危機事象に関する平常時の連携体制の整備に努める。 

  

  (3) 情報連絡体制の確立 

   ① 総務課は、各部局調整課を通じて全庁的な連絡体制を確立しておく。 

   ② 各部局調整課は、部局内各課等との連絡体制を確立しておく。 

   ③ 個別の危機事象を所管する課等は、関係課等及び関係出先機関並びに関係機

関・団体との連絡体制を確立しておく。 

   ④ ①から③のいずれの場合も、あらかじめ複数の連絡担当者を定め、勤務時間外

（夜間・休日）の対応も想定した連絡経路を確保しておく。また、第一報の発信

元は、市民・消防・警察など様々であることから、必要に応じ、あらかじめ関係
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者間での情報収集・伝達経路を定めておく。 

 

 (4) 個別事象に係る危機管理個別マニュアルの作成 

   想定危機事象を所管する課等は、（参考２）に掲げる「個別マニュアルに関する標準

項目」を参考に、個別マニュアルを作成する。 

   また、個別マニュアルについては、随時点検を行い、内容の充実を図る。 

 

3 危機管理能力・意識の向上 

 

 (1) 研修等の充実 

   危機事象に対する対応を迅速かつ的確に行うためには、危機管理に関する知識や過

去の災害から得た教訓等を蓄積し、高度な判断能力を養うことが必要である。 

   このため、総務課は、職員課研修担当とも連携しつつ危機管理に関する一般的な研

修等を行うとともに、各部局は個別の危機事象の関係職員を対象とした研修や事例研

究を実施するよう努める。 

 

 (2) 訓練の実施 

   想定危機事象が発生した場合に、関係機関が迅速かつ的確に対応するためには、平

常時から個別マニュアルの内容に習熟することが必要である。 

   また、その習熟度を高めるとともに、個別マニュアルが有効に機能するか否かを検

証するためには、訓練を行うことが重要となる。 

   このため、関係部局が連携・協力して、個別マニュアルの運用訓練を定期的に実施

するよう努める。 

 

 (3) 市民に対する意識啓発 

   危機事象の発生に伴う被害を最小限に止めるために、各部局は、個別の危機事象に

関しての注意喚起など平常時において必要と考えられる意識啓発に努める。 

 

4 資機材等の確保 

 

  各部局は想定危機事象が発生した場合の被害の種類・程度の想定から必要となる資機

材等の確保に努める。 

  この場合、各部局において常時備えておくことが必要な資機材等については、計画的

な購入、備蓄に努めるとともに、危機の発生時にその都度確保すべき資機材等について

は、関係業界団体との協定等により緊急時において円滑に確保できるような体制整備に

努める。（参考 3） 
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第 3 章 応 急 対 策 

1 初動対応 

  

 (1) 情報の収集・伝達 

   各部局は、危機が発生した場合には、迅速な初動体制の確立が被害の拡大を防止す

る上で重要であるから、あらかじめ定めた情報伝達経路等により情報を収集するとと

もに、総務部、関係部局及び関係機関・団体へ伝達し、関係者間で危機に係る情報の

共有化を図る。 

 

 (2) 情報の一元化 

   危機事象の発生直後は情報の収集・伝達ルートの錯綜による混乱が懸念されること

から、情報の一元化を図る必要がある。 

   このため、各部局は、収集された情報の集約及び関係機関への伝達等、関連情報の

管理を一元的に統括する情報統括責任者を、想定危機事象については、あらかじめ個

別マニュアルにおいて定め、その他の危機事象については、その都度、所管部局にお

いて定める。 

   情報統括責任者は、収集した情報を速やかに整理し、市長に報告するとともに、総

務部及び関係部署へも伝達する。（参考 4） 

   その際の報告・伝達様式は、想定危機事象についてはあらかじめ個別マニュアルに

定め、その他の危機事象については、（参考 5）を参考様式として活用する。 

 

 ★ 情報内容に係る留意点 

   収集・伝達すべき情報の内容は危機事象の種類によって異なる場合があるが、5W1H

を基本とし、概ね以下の項目に留意して収集・整理する。 

  ① 発生日時・発生場所、通報者 

  ② 危機事象の具体的内容 

  ③ 被害の発生状況及び拡大の可能性 

  ④ 応急処置の実施主体及び実施状況 

  ⑤ 地域住民の避難状況 
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2 活動体制の確立 

 

 (1) 対策本部等の設置 

   所管部局は、危機事象が発生した場合は、被害の程度や拡大の可能性等のレベルに

応じた対象組織（以下「対策本部等」という。）を必要に応じ設置する。（危機事象の発

生から対策本部等の設置に至るまでの流れは別添の対応フロー図を参照。（参考 6）） 

 

  対策本部等の体制 

体  制 状     況 本部の長 

情報連絡本部 

(1) 想定する危機事象が発生し拡大するおそれ

のあるとき。 

(2) その他想定する危機事象に関して、関係課

長が必要と認めたとき。 

関係課長 

危機警戒本部 

(1) 想定する危機事象の拡大により、多数の人

命に危害が生じるおそれが生じたとき。 

(2) その他想定する危機事象に関して、関係部

長が必要と認めたとき。 

関係部長 

危機対策本部 

(1) 想定する危機事象が発生し、多数の人命に

損害が生じ、または生じるおそれがあるとき。

(2) その他想定する危機事象に関して、市長が

必要と認めたとき。 

市  長 

   

   なお、応急対策を迅速かつ的確に実施するため必要がある場合は、現地対策本部を

設置する。 

   対策本部等及び現地対策本部の設置基準、構成員等については、想定危機事象にあ

っては個別マニュアルにおいて定め、その他の危機事象にあってはその都度定める。 

   この場合、対策本部等には、全庁的な調整の必要性等を念頭に置いて、原則として

総務課職員を構成員に加え、又はその会議に出席させる。 

 

 (2) 班編成と役割分担 

応急対策を迅速かつ的確に実施するため、想定危機事象については、次表の編成例

を参考とし対策本部等内の班編成及び役割分担をあらかじめ定めるとともに、併せて

編成に応じた参集職員の範囲を定め、個別マニュアルに記載しておくよう努める。 

また、その他の危機事象については、これに準じて、その都度役割分担（班編成）

等を決定する。 
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  (例) 班編成 

班 名 班 長 主 要 所 掌 事 務 

総 務 班 所属・職名 
・組織の設置及び運営 

・会議資料等の整理・保管 など 

連絡調整班 所属・職名 
・情報の収集伝達 

・関係部局・関係機関との連絡調整 など 

対 策 班 所属・職名 
・事象の分析、対策の検討 

・応急対策実施の調整 など 

広 報 班 所属・職名 
・市民への広報 

・報道機関への対応 など 

 

3 応急対策の実施 

 

 (1) 応急対策の決定・実施 

危機事象が発生した場合は、所管部局は、必要に応じ対策本部等の会議を開催し、

応急対策について検討を行い、その内容を決定する。 

必要となる応急対策は、危機事象の種類や程度によって多種多様であることから、

想定危機事象については、避難誘導や救急救助、二次災害の防止、災害時要援護者（障

がい者、高齢者、難病患者、妊産婦、乳幼児、外国人等）の安全確保など、必要とな

る応急対策を個別マニュアルに定め、その他の危機事象については、地域防災計画に

おける対策を参考とし、実施する。 

 

 （参考） 一般的な応急対策の例 

 

 1 避難誘導 

  危機事象の発生に伴い、市民の生命・身体を保護するために必要があると判断

した場合は、関係地域の住民等に避難を勧める。 

この場合、住民等の円滑な避難のために、必要に応じて、消防、警察等の関係

機関に対して誘導等の協力を要請する。 

また、避難住民等を保護するために必要がある場合は、避難所を開設する。 

 

 2 救急救助 

   危機事象の発生に伴う負傷者等の救急・救助は、原則として消防機関が担う。 

   また、当該消防機関では人員等が不足する場合、消防相互応援協定に基づく他

市町村からの応援の活用促進、県に対する緊急消防援助隊の応援要請、自衛隊に

対する派遣要請など、状況に応じた措置を執ることにより迅速かつ円滑な救急救

助を支援する。 
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 3 医療救護 

   医療救護は市民の生命に直接かかわることであり、迅速な対応が要求されるた

め、地域の医療機関等と密接な連携をとりつつ救援に万全を期す。 

   この場合、必要に応じ、災害拠点病院等の活動に関する調整や医療救護班の編

成・派遣等による支援を行う。 

 

 4 二次災害の防止 

   二次災害が発生する可能性の有無及びその内容や程度は、危機事象の種類等に

よって異なるため、各部局は、所管する想定危機事象に係る二次災害の発生の可

能性及び対応の方法等についてあらかじめ検証し、危機の発生時には、発生箇所

の安全性の確認など二次災害の発生の防止のために必要な措置を講じる。 

 

 5 ボランティアの受け入れ 

   危機事象が発生した場合の被災者の生活支援については、防災関係機関のみで

は十分な対応が困難となることも予想されるため、ボランティア活動による支援

が期待される。 

   このため、ボランティア活動が円滑に行われるよう、関係部局と連携して必要

な調整、支援を行う。 

 

 (2) 全庁的な対応 

   所管部局以外の部局職員の動員や保有する資機材の提供など、全庁的な対応が必要

な場合は、その都度、総務部と所管部局が調整の上、各部局に協力を要請する。 

 

4 広報活動 

   

  危機事象の発生時においては、情報の錯綜等による社会的混乱を防止し、市民の安全・

安心を確保することが重要である。 

  このため、その他の関係機関とも連携しつつ、報道機関への情報提供をはじめ、イン

ターネットのホームページなど多様な手段を活用し、市民の視点に立って、必要な情報

を迅速かつ的確に提供する。 

 

 (1) 提供すべき情報 

   提供すべき情報としては、危機事象に関する以下の事項が想定される。 

  ① 発生からの経過と現状 

  ② 被害状況 

  ③ 発生原因と責任の所在 
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  ④ 対応策 

  ⑤ 二次災害の危険性 

  ⑥ 再発防止策 

  ⑦ 住民が取るべき適切な対応 

  ⑧ 生活関連情報 など 

 

 (2) 報道機関への情報提供のあり方 

報道機関への情報提供に当たっては、以下の①から④に留意するとともに、必要に

応じ発表時期・頻度や発表方法等を秘書広報課と協議する。 

また、これらの具体的な取り扱いを、あらかじめ個別マニュアルに規定しておく。 

  ① 提供する情報の内容 

     (1)の提供すべき情報を基本に、市民の安全・安心を確保するために必要な情報

を提供する。 

  ② 発表方法 

     発表方法は、記者会見を基本とする。ただし、定時の発表等で事態に大きな変

化がない場合には、資料提供とする。 

また、事態の長期化が見込まれる場合や定期的な発表を必要と判断される場合

には、毎日、時間を定めて発表する。 

  ③ 記者会見の発表者 

     危機事象に応じて、市長、所管部長、所管課長等が対応するが、具体的にはそ

れぞれの事態に応じて個別に判断する。 

  ④ 個別取材への対応 

     個別取材に対しては、広報班（同班を編成していない場合は、あらかじめ定め

た職員）で対応し、事実を時系列的、客観的に分かりやすくまとめた資料を作成

した上で、統一的な説明を行う。 
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第 4 章 事 後 対 策 

1 復旧 

 

  危機事象の発生に伴う被害については、市民生活や経済・産業活動への影響を最小限

に止めるため、関係機関と相互に協力して道路、上下水道、電気、ガス等のライフライ

ンの復旧に努め、市民生活の早期回復と、自力復興の促進を図る。 

 

2 安全性の確認と被害者への支援 

 

 (1) 安全性の確認 

   各部局は、危機事象に係る応急対策が完了し事態が終息に向かっていると判断でき

た段階で、関係機関等とも連携し安全性の確認を行う。 

   安全性が確認された場合は、必要に応じ報道機関へ情報提供を行うとともに、広報

誌やインターネット等を活用することにより、市民に対して周知をはかる 。 

 

 (2) 被害者への支援 

   危機事象の発生に伴い、関係者に直接的な身体的被害や心的ストレス障害、避難等

の生活環境の変化による健康不安等が生じる可能性がある。 

   このため、所管部局は、関係機関の協力を得て、被害者の心身の健康や生活に関す

る相談・支援体制の整備を図る。 

 

3 危機事象の検証及び評価 

 

  各部局は、発生した危機事象が終息した段階で、関係機関や当該危機事象に関する専

門家の協力等を得つつ、発生の原因・メカニズムを究明するように努め再発防止のため

の方策や改善策を検証する。また、各部局における危機事象への対応実績について、そ

の適否を評価するものとし、災害経過記録・対処報告書を市長に報告する。（参考 7） 

 

4 危機管理指針及びマニュアルの見直しと危機事象対応の記録 

 

 (1) 本指針の見直し 

   総務部は、各部局における個別の危機事象への対応実例等を踏まえて、本指針につ

いても必要に応じて見直す。 

 

 (2) 個別マニュアルの見直し 

   各部局は、危機事象に係る個別マニュアル等の内容を吟味し、必要に応じて見直す
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とともに、マニュアル未作成については、早急に作成する。 

   また、他市等で発生した危機事象で、本市において発生する可能性のあるものにつ

いても、当該他市等の対応状況等を踏まえつつ、個別マニュアルを作成する。 

 

 (3) 記録の保存・継承 

   各部局は、将来的に同様の危機事象が発生した場合の対応に資するため、発生した

危機事象についての初動対応から終息にいたるまでの一連の経緯に係る記録を作成し

保存しておくよう努める。 

   また、記録を作成した場合は、総務課に送付する。 
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（巻 末 資 料） 

 

（参考 1） 
 

   都城市危機管理連絡調整会議設置規程 

 

 （設置） 

第１条 危機管理に係る全庁的な連絡調整、情報交換等を推進し、市の危機管理体制の充

実及び強化を図るため、都城市危機管理連絡調整会議（以下「連絡調整会議」という。）

を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 連絡調整会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

 (1) 都城市危機管理指針の作成及び変更に関すること。 

 (2) 全庁的な危機管理の推進に係る連絡調整に関すること。 

 (3) 危機事象に関する情報の収集及び共有に関すること。 

 (4) 前３号に掲げるもののほか、危機管理の推進に必要なこと。 

 （組織） 

第３条 連絡調整会議は、会長、副会長及び委員をもって組織し、別表第１に掲げる職に

ある者をもって充てる。 

２ 会長は、連絡調整会議を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 連絡調整会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 会長は、必要に応じて、委員以外の者を連絡調整会議に出席させることができる。 

 （担当者会議） 

第５条 連絡調整会議の事務を補佐するため、連絡調整会議に危機管理担当者会議（以下

「担当者会議」という。）を置く。 

２ 担当者会議は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織し、別表第２に掲げる職にあ

る者をもって充てる。 

３ 幹事長に事故があるとき、又は幹事長が欠けたときは、副幹事長がその職務を代理す

る。 

 （担当者会議の会議） 

第６条 担当者会議は、幹事長が招集し、幹事長が議長となる。 

２ 幹事長は、必要に応じて、幹事以外の者を担当者会議に出席させることができる。 

 （庶務） 

第７条 連絡調整会議及び担当者会議の庶務は、総務部総務課において処理する。 
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   附 則 

 この訓令は、平成 19 年 10 月 15 日から施行する。 

 
別表第１（第３条関係） 

会  長 総務部長 

副 会 長 総務部調整参事 

委  員 

企画部調整参事 

市民生活部調整参事 

環境森林部調整参事 

健康福祉部調整参事 

農政部調整参事 

商工部調整参事 

土木部調整参事 

教育委員会調整参事 

水道局調整参事 

消防局調整参事 

山之口総合支所次長 

高城総合支所次長 

山田総合支所次長 

高崎総合支所次長 

 

別表第２（第５条関係） 

幹 事 長 総務部調整参事 

副幹事長 総務課危機管理・防災担当主幹 

幹  事 別表第１に掲げる各委員が指名した当該課等の職員各１名 
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 （参考２） 

 

 

個 別 マ ニ ュ ア ル に 係 る 標 準 項 目 

 

大項目 中 項 目 記 述 す べ き 内 容 

1 目的 (1) マニュアルの目的 

(2) マニュアルの性格 

2 想定される危機事象 (1) 対象とする危機事象 

(2) 想定される具体的事例・状況 

第 1 

 総  則 

3 責務 (1) 想定される危機への対応方針 

(2) 所管部局・課室の役割 

(3) 出先機関の役割 

(4) 関係部局(課室)の役割 

(5) 関係機関との連携 

1 危機管理体制の整備 (1) 危機事象の担当窓口の設置 

(2) 関係各課等の責任者の設置 

(3) 連絡体制の明確化 

(4) 関係機関との連絡体制の確立 

(5) 予防対策 

2 危機事象に対する意識

の高揚 

(1) 危機事象に関する専門知識の習得 

(2) 危機事象に関する研修の実施 

3 訓練の実施 (1) 緊急招集訓練の実施 

(2) 図上訓練などマニュアル運用訓練の実施 

第 2 

平常時の

対策 

4 資機材等の確保 (1) 必要となる資機材等の種類・数量の推定 

(2) 資機材等の確保の方針(備蓄・調達) 

1 情報の収集・伝達、管理 (1) 情報収集・伝達体制の整備(緊急連絡体制の

整備、収集・伝達ルートの確立、通信手段の

確保、三役等への連絡体制等) 

(2) 情報の管理(情報の集約・整理の方法、情報

統括責任者の選任等) 

(3) 収集・伝達すべき情報の内容(標準的な項目

を列挙) 

第 3 

 応急対策 

２ 対策本部等の設置・運

営 

※ 危機のレベルに応じた対策本部等及び現地

対策本部の設置の考え方、組織体制を記載 

※ さらに、各体制における職員の参集範囲、

班編成等による役割分担及び責任者を明確化
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３ 応急対策の実施 ※ 危機事象ごとに必要な応急措置を記載(原

則として、被害者の救急救助、被害の拡大防

止策は必ず記載) 

※ 全庁的な動員の場合の手続き等を記載(総

務部と連携・調整して動員を依頼) 

4 広報活動 (1) 被害者・市民への広報活動(提供すべき情報

の項目と広報の手段) 

(2) 報道機関への情報提供のあり方(提供内容、

発表時期・頻度、発表方法、発表者等) 

1 施設等の復旧 ※ 必要に応じて、被害が予想される施設等に

ついての復旧方針を記載 

2 安全性の確認と被害者

への支援 

(1) 安全性の確認と終息宣言 

(2) 被害者等の心身の健康相談の実施 

3 危機事象の検証・評価 (1) 原因の調査 

(2) 再発防止策の検討 

(3) 危機事象への対応の評価 

第 4 

 事後対策 

4 マニュアル等の見直し (1) 本指針の見直し 

(2) 個別マニュアルの見直し 

(3) 記録の保存・継承 

1 緊急連絡体制 (1) 緊急連絡体制(夜間・休日を含む) 

(2) 関係機関の緊急連絡先 

(3) 事故発生報告様式等 

2 対策本部等の設置要綱 (1) (危機事象名) 警戒本部設置要綱 

(2) (危機事象名) 対策本部設置要綱 

(3) その他の事務処理要領等 

3 関係法令・通知等 (1) 関係法令・通知・マニュアル等 

(2) 基礎知識、専門用語解説 

(参考資料) 

4 その他 ※ その他の関係資料 

注 「※」の部分は、具体的な項目名ではなく、記載すべき内容を説明しているもの。 
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（参考 3） 
「○○時における物資の供給協力に関する協定」(例) 

 

都城市 (以下「甲」という。) と○○株式会社 (以下「乙」という。) とは、都城

市内において△△が発生し、又は発生するおそれがある場合 (以下「△△時」という。) 

における物資の供給に関する協力について、次のとおり協定を締結する。 

 

(目的) 

第 1条 この協定は、△△時に甲と乙が相互に協力して物資の安定供給を行うことにより、

市民生活の安定を図ることを目的とする。 

 (協力要請) 

第 2 条 甲は、△△時において物資を必要とするときは、乙に対して乙の保有する当該物

資の供給について協力を要請することができる。 

 (協力実施) 

第 3 条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、保有物資の優先供給及び運

搬に対する協力を行うよう積極的に努めるものとする。 

 (物資の範囲) 

第 4 条 甲が乙に供給を要請する物資は、○○等とし、乙が保有する物資とする。 

 (要請手続等) 

第 5 条 第２条の要請は、△△時における物資の供給協力要請書 (別紙様式。以下「要請

書」という。) をもって行うものとする 。ただし、緊急を要するときは、口頭で要請

し、事後速やかに要請書を提出するものとする。 

 (物資の運搬) 

第 6 条 物資の甲の指定する場所への運搬は、甲又は甲の指定する者が行うものとし、甲

は、必要に応じ乙に対して運搬の協力を求めることができる。 

 (費用) 

第 7 条 乙が甲に供給した商品、運搬等の費用については、甲が負担するものとし、甲は、

遅滞なくその支払いを行うものとする。 

2 前項に規定する費用の額は、乙の物資の供給及び運搬の前 (緊急を要する場合にあっ

ては、物資の供給及び運搬終了後) に、△△時直前における適正価格を基準として、甲

乙協議の上決定するものとする。 

 (報告) 

第 8 条 甲は、乙が保有する物資の在庫品目、数量等について報告を求めることができる。 

 (その他必要な支援) 

第 9 条 この協定に定める事項のほか、その他の物資等について被災者への支援が必要な

場合は、甲乙協議の上決定するものとする。 
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 (協議) 

第 10 条 この協定に定めない事項又は疑義が生じた事項については、その都度甲乙協議し

て定めるものとする。 

 (有効期間) 

第 11 条 この協定の有効期限は、この協定の締結の日から１年とする。ただし、期間満了

の３ヶ月前までに甲乙いずれからも申し出がない限り、さらに１年引き続き同一の内容

をもってその効力を有するものとし、以後同様とする。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各自その１通を

保有する。 

 

平成○○年○○月○○日 

 

 

甲  都城市姫城町 6街区２１号 

                  都城市 

                  代表者 市長 長 峯 誠 印 

 

 

乙  ○○市○○町○○番地 

                  ○○株式会社 

                  代表取締役社長 ○○ ○○印 
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（参考 4） 危機事象発生後からの対策本部体制確立までの情報連絡・収集・提供の流れ 

 

 

 

 

 

                          必要により通報 

 

          就業時間内    夜間・休日 

         

       連絡 

 

                           連絡 

 

 

 

            危機事象発生状況報告書 

                  主管部局が不明 

 

         主管部局が明らか 

               連  絡 

 

 

               情報交換・状況把握 

 

                

                必要な支援 

 

                  

                連携・協力 

 

 

 

 

 

  

連携・協力 

 

 

 

 

      情報提供 

 

 

 

情報提供 

 

 

事象発生現場 

 

事象を覚知した職員
 関係機関 

警察、消防等 

所属長 

本 庁 本庁 (警備) 

  主管部局 
 
 
 
     指示 

 
総 務 部 

 

秘書広報課 

報道機関 

  
 関係部局 

 

 
市長・副市長 

宮崎県及び近隣

自治体等 

当 該 部 局 の 本 部

長、部長、組織長 

主管部局対策本部

情報統括責任者

対策立案・調整・

広報等の担当を

配置 

総 務 課 

問

い

合

わ

せ

対

応 

情

報

交

換

・

調

整 報

告

情

報

交

換

・

密

接

な

連

携

主

管

部

局

の

現

地

対

応 

続

報

の

報

告

・

情

報

収

集 

市  民 

危機事象発生 
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（参考 5） 

危機事象発生状況報告書 （第  報） 

平成  年  月  日 ( )   時  分現在 

【受領した情報の内容】 

危 機 の 種 類  

通  報  者  

受  領  者  

受 領 日 時  

発生日時  

発生場所  

危

機

の

概

況 

(概要) 

死  者 人 全  壊 棟

負 傷 者 人 半  壊 棟
人

的 
行 方 不 明 人

住

 

家 一 部 破 損 棟

公 共 建 物 棟 (状況)
非

住

家 そ の 他 棟 (状況)

被

害

の

状

況 そ

の

他 

 

応急 

対応 
 

備考  

 

【受領者・所属の対応状況】 

関係部局への 

連絡・対応確認 

(処理日時 : 平成 年 月 日 時 分) 

関係部局への 

連絡・対応確認 

(処理日時 : 平成 年 月 日 時 分) 

その他の処理 
(処理日時 : 平成 年 月 日 時 分) 

 

注 1 別に緊急報告用の様式を定めている場合は、それを使用してかまわない。 

注 2 情報受領・対応後、できるだけ速やかに報告すること(不明な部分があっても可)。 

注 3 特に緊急を要する場合は、本様式に先立って電話等によって報告すること。 
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（参考 6） 

 

 

 

         危 機 事 象 発 生 

 

 

 

 

       情報提供              情報提供 

               情報共有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機事象発生時の対応フロー図 

警察、県、消防、国、関係機関・団体、地域住民等 

総 務 部 各 部 局 

地域防災計画・国民保護計画 

の対象とする危機事象 

その他の危機事象 

想定危機事象 想定外の危機事象 

所管部局が明確 所管部局が不明確

災害対策本部 

等による対応 

総務部所管 

マニュアル

がない場合 

所管部局決定 
既定のマニュア

ルによる対応 

既定の警戒本部 

による対応 

既定の対策本部 

による対応 

臨時の対策会議による対応 

臨時の警戒本部による対応 

臨時の対策本部による対応 

総務部及び関係部局で調整 

 (調整会議等で調整) 
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（参考 7） 

災 害 経 過 記 録 ・ 対 処 報 告 書 

都 城 市 長 あて 

 

事   件   名   

発  生  日  時   

発  生  場  所   

発  生  原  因   

被  害  状  況   

応 急 対 応 策   

応 急 対 応 策 の 評 価   

報 道 機 関 へ の 対 応   

市 民 へ の 周 知   

発 生 防 止 策   

危機管理マニュアルの

修 正 ・ 作 成 
  

今 後 の 対 応 策   

添  付  資  料   

   

   

   

 

情報統括責任者      部       課          印 

 


